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研究成果の概要（和文）：主たる研究成果として、論文6件、図書出版16件等を見た。代表者は『植民暴力の記
憶と日本人：台湾高地先住民と脱植民化の運動』を単著として上梓した。これは、台湾高地先住民における脱植
民化が、日本と中国による植民暴力の記憶が周囲のマジョリティに分有されることと、植民主義的な認識論の解
体の両輪の下で進むとした。2016年には、台湾総統が台湾先住民に対して過去の不正義を謝罪した。それにより
前景化した「轉型正義」（transitional justice）の議論は、代表者がこれまで研究してきた植民暴力の検討を
含めた脱植民化の議論を活性化し、さらにマジョリティの責任という問題系を導くものであると考えられる。

研究成果の概要（英文）：We accumulated 6 academic articles and 16 books as major results of this 
study. The representative published "Japanese and Memories of Colonial Violence: Decolonial Movement
 among Mountain Taiwanese Indigenous Peoples" as a single author. This book insists that the 
decolonization among mountain Taiwanese indigenous peoples proceeds not only by sharing memories of 
colonial violence done by Japanese and Chinese, but also under disassembling the colonial 
epistemology. President of Taiwan apologized to Taiwanese indigenous peoples in 2016 on the past 
injustice to indigenous peoples committed by past states. This foregrounded the discussion on the 
transitional justice and also activates the discussion of decolonization including the analysis of 
colonial violence, which the representative of this study has been accumulated. Those discussions 
will lead us to the problems of the responsibility of majority.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
植民主義と脱植民化が課題となるなか、①民族をめぐるマイノリティの歴史経験の分有、②植民化・植民主義の
メカニズムについて、台湾先住民、中国と周辺地域のムスリム、インドにおけるチベット難民の具体的なフィー
ルドから明らかにした。帝国日本の遺産が、帝国が拡張していった各地で問題となる中、台湾先住民が植民主義
克服の脱植民化の自治運動を創り出している点に、周囲のマジョリティが思考し取るべき方向性の有力な選択肢
を提出しえた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 代表者は台湾先住民タイヤルにおける脱植民化の問題系について、植民暴力の記憶の分有と
いう観点から研究を蓄積してきた。植民主義と脱植民化は、植民地近代性の議論と共に人文社
会科学において新しい問題系であり、本研究は、中国と周辺地域の脱植民化について、台湾先
住民の自治運動と思想の検討を含め、チベット難民と回・ムスリムの専門家の二人を分担者と
して招き、それらの実態と実態を記述する理論的諸問題について研究しようとするものである。 
 
２．研究の目的 
 台湾先住民、チベット難民、回・ムスリムについて、「民族」自治運動や宗教のあり方、文化
運動に着目してそれらを脱植民化との関連で明らかにする。同時に、各国の民族と難民政策、
民族とは何かという認識論の解明を行いつつ、民族をめぐる民主主義と自治のあり方を整理し
検討する。植民主義の暴力がいかなるものとして民族や諸集団に現前し到来しているかを、マ
ジョリティの責任を思考しつつ記述する。 
 
３．研究の方法 
 主たる方法は人類学的フィールドワークにより、諸運動の歴史や思想については関連出版物
や発行物、史料を収集して研究を行った。主な調査地は、台湾、中国、インドである。 
 
４．研究成果 
 主たる研究成果として、分担者を含め、以下に挙げたように、論文 6件、学会発表 15件、図
書出版 16件を見た。代表者は『植民暴力の記憶と日本人：台湾高地先住民と脱植民化の運動』
を、分担者の木村は『雲南ムスリム・ディアスポラの民族誌』を単著として上梓した。前者は、
台湾高地先住民における脱植民化（decolonization）が、日本と中国による植民暴力の記憶が
周囲のマジョリティに分有されることと、植民主義的な認識論の解体の両輪の下で進むとした。
代表・分担者共に、現職場への就職活動や所属機関の変更などが相次ぐ中で、精力的に研究報
告と出版、各種研究会と書評会を行った。代表者は所属機関で、呉叡人氏（中央研究院台湾史
研究所）による「帝国のはざまに」と題する講演会を主宰した。内容は、台湾の独自の位置を
帝国・植民主義との関連で捉えるものであり、民主化と脱植民化という問題に重なるものであ
った。研究期間中の 2016 年には、台湾総統が台湾先住民に対して、過去の不正義を謝罪すると
いう出来事が起こった。それにより前景化した「轉型正義」（transitional justice）の議論は、
代表者がこれまで研究してきた植民暴力の検討を含めた脱植民化の議論を活性化し、さらにマ
ジョリティの責任という問題系を導くものであると考えられ、この点についての検討を開始し
ている。 
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